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平成１４年９月期  決算短信（連結）                        
平成１４年１１月１３日 

会 社 名   株式会社 セプテーニ           登録銘柄 
コ ード番号  ４２９３                 本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ  http://www.septeni.com ） 
問い合わせ先  責任者役職名  専務取締役管理本部長 
        氏    名  野  村  宗  芳       ＴＥＬ（０３）３３４２－７６００ 
決算取締役会開催日  平成１４年１１月１３日 
米国会計基準採用の有無    無 

 

１．１４年９月期の連結業績（平成１３年１０月１日～平成１４年９月３０日） 

(1) 連結経営成績       ※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％ 

7,575（ 16.9） 

6,477（ 31.9） 

百万円   ％ 

352（  24.9） 

282（  61.2） 

百万円   ％ 

364（ 21.5） 

300（ 50.1） 

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜在株式調整 後 

1 株当たり当期純利益  

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経 常 利 益 率 
売 上 高 

経常利益率 
 

 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％ 

229（  60.1） 

143（  56.8） 

円 銭 

8,811.34 

18,180.12 

円 銭 

8,746,47  

18,080.27  

％ 

16.7 

 13.6 

％ 

14.3 

14.1 

％ 

4.8 

  4.6 

 

(注) 1．持分法投資損益     １４年９月期   0.9 百万円  １３年９月期   － 百万円 
   2．期中平均株式数（連結） １４年９月期     26,022 株    １３年９月期    7,877 株 
   3．会計処理の方法の変更   無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本  
 

１４年９月期 
１３年９月期 

百万円 

2,688 
2,406 

百万円 

1,452 
1,302 

％ 

54.0 
54.1 

円  銭 

56,012.64 
149,490.11 

 

（注） 期末発行済株式数（連結） １４年９月期  26,391 株  １３年９月期  8,710 株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業活動による 

キャッシュ・フロー 

投 資活動による 

キャッシュ・フロー 

財 務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 

 

１４年９月期 
１３年９月期 

百万円 

189 
95 

百万円 

△204 
10 

百万円 

△174 
261 

百万円 

832 
1,022 

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数  ４社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  １社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結(新規)   ２社  (除外)  ２社      持分法(新規)  １社  (除外)  ０社 

 

２．１５年９月期の連結業績予想（平成１４年１０月１日～平成１５年９月３０日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益  
 

中 間 期 
通 期 

百万円 

4,200 
9,200 

百万円 

190 
450 

百万円 

106 
252 

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 9,715 円 10 銭 

 
※ 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて算定しており、今後の経済状況
の変化により実際の業績は異なる結果となる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 

 
 当社の企業集団は、株式会社セプテーニ（当社）及び子会社 4 社、持分法適用関連会社 1 社によ

り構成されており、事業はアウトソーシング事業、インターネット事業、人材ビジネス事業を行っ

ております。事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付け、並びに事業の種類別セグ

メントとの関連は次の通りであります。 

 

事業区分 事業内容 関係する会社 

アウトソーシング事業 CDP 事業（コストダウンプラン事業） 当社 

インターネット広告代理事業 当社 

インターネットメディア事業 株式会社ピュアクリック 

インターネットコンテンツ事業 株式会社ハイジ 

総合 eメール・マーケティング事業 オプトメール株式会社 

インターネットコンテンツ事業 株式会社イーカイブ 

インターネット事業 

インターネットメディア事業 株式会社オープンスマイル 

人材ビジネス事業 人材紹介事業（キャリアワークス事業） 当社 

（注）株式会社イーカイブは、当連結会計年度より連結子会社となりました。 株式会社オープンス
マイルについては、第三者割当増資の引受けにより持分法適用関連会社となりました。 
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２．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針 
｢洗練された、自己主張できる社員が、意欲的に働き、顧客から評価され、 成長と収益をもたら

し、活気に満ち溢れているアグレッシブな会社｣ 

当社は、この企業理念と、社是｢ひねらんかい（知恵を出そう、工夫しよう）｣の精神のもと、常

に時代を感じとる商品・サービスの開発と人や組織、顧客といった当社の資産を活かし、事業を着

実に拡大してまいりました。 

この企業理念を実現するために次の経営基本方針を定めております。 

・スピード‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐拙速＞巧遅 

・ストレッチ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐高い目標はイノベーションを生む 

・サムシングニュー‐‐‐‐‐‐‐‐新商品への強いこだわり 

・全員参加型経営‐‐‐‐‐‐‐‐‐No play、No error を許さない 

・リーダーシップ‐‐‐‐‐‐‐‐‐成長意志を持ち行動・実現する 

当社は今後も企業理念に基づき、経営基本方針｢強い会社 5 原則｣を徹底することで、より優れた

商品・サービスの開発、提供を行ってまいります。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主様への利益還元を経営の最重要政策と位置付けており、業容の拡大及び収益力の強

化を持続することにより、利益水準に応じた安定的な成果の配分を行うことを配当政策の基本方針

としております。 

 
（３）中長期的な会社の経営戦略 
当社グループは、現在展開しております各事業を更に発展・拡大させるため事業間の有機的な融

合を図り、相乗効果をもたらすことで、企業価値の最大化を実現し、投資家の皆様の資産価値を増

大させることを最優先課題として、経営戦略を展開してまいります。 

現在、安定事業としてアウトソーシング事業、成長事業としてインターネット事業、収益事業と

して人材ビジネス事業を行っておりますが、具体的には、アウトソーシング事業部門の当社の主力

事業であります DM 等の発送代行を行う CDP 事業（コストダウンプラン事業）と成長著しいインター

ネット事業部門のウェブマーケティング事業との事業間シナジーの構築であります。両事業ともダ

イレクトマーケティングを事業領域とし、DM 等のリアルメディアを扱う CDP 事業では現在約 1,700

クライアントの取引実績があり、インターネット広告等のウェブメディアを扱うウェブマーケティ

ング事業では約 700 クライアントの取引実績があります。これら両事業が持つ約 2,400 クライアン

トに対し、ウェブとリアルのメディアを通し、ダイレクトマーケティングの支援を行う付加価値サ

ービスの高い事業展開を重点的に行ってまいります。 

 
 
（４）会社の経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 
当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、社外監査役を迎え、監査役会の機能強化

を行い、取締役並びに取締役会に対する経営管理組織の整備を図っております。また企業としての

情報開示の適正化を重視し、IR 専任担当を配置することで経営状態をつねに投資家の皆様に透明に

していく体制も図っております。 

 
（５）会社の対処すべき課題 
当社が対処すべき課題としましては、次のとおりであります。アウトソーシング事業におきまし

ては、主力事業であります販促物等の発送代行を中心とした CDP 事業（コストダウンプラン事業）

の安定した成長と業務効率化による利益率の向上の実現にあります。またインターネット事業にお

きましては、インターネット広告代理事業の成長性の確保を維持するため、組織体制の強化や付加

価値サービス向上のための企業買収など人的・資本的投入を今後も積極的に行ってまいります。人

材ビジネス事業におきましては、黒字化を実現した人材紹介事業にサービスを集中し、成約率の高

い商品の開発などにより利益貢献を行ってまいります。 
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３．経営成績 
（１）当連結会計年度の概況 

 
①業績の概要 

当連結会計年度におけるわが国経済は、長引くデフレ経済が企業業績に悪影響を与え、政府が行

う対策にも明確な活路が見えぬ状況が続いております。 

このような経済環境のなかで当社グループは、更なる経営の効率化、合理化を行う企業からアウ

トソーシング事業の主力事業であります CDP 事業（コストダウンプラン事業）に安定した需要があ

り順調な成長を遂げることができました。またインターネット事業では、インターネット広告代理

事業が、組織体制の強化やグループ企業の拡大に伴う付加価値サービスの充実などによりリピート

率の拡大や大口新規顧客の獲得につながり大きな成長を遂げることができました。人材ビジネス事

業におきましては、経費削減及び不採算部門であった再就職支援事業を平成 14 年３月に撤退し、黒

字化を早期に実現していた人材紹介事業に人的資源を投入したことで上半期の減益幅は解消され、

今期黒字化にいたりました。 

この結果、当社グループの当期売上高は 7,575 百万円（前連結会計年度比 116.9％）、経常利益 

364 百万円（同 121.5％）、当期利益 229 百万円（同 160.1％）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

＜アウトソーシング事業＞ 

アウトソーシング事業の売上高は 5,048 百万円（同 1.7％減）、営業利益は 547 百万円（同 10.2％

増）となりました。売上高の減収は、バイク便事業、テレマーケティング事業の売却によるもので

あります。 

＜インターネット事業＞ 

インターネット事業の売上高は 2,446 百万円（同 96.0％増）、営業利益は 232 百万円（同 33.6％

増）となりました。 

＜人材ビジネス事業＞ 

人材ビジネス事業の売上高は 80 百万円（同 13％減）、営業利益は 6 百万円（同 －％）となりまし

た。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、｢資金｣という。）は、832 百万

円と前連結会計年度と比べ 189 百万円減少しております。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、189 百万円となりました。業績が伸びたことで税金等調整前当期純

利益が 405 百万円と高水準となったこと等により、前連結会計年度と比べ 93 百万円増加しておりま

す。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、204 百万円となりました。主に投資有価証券の取得及び無形固定資

産の取得等により、前連結会計年度と比べ 215 百万円減少しております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、174 百万円となりました。主に長期・短期借入金の返済及び自己株

式の取得等により、前連結会計年度と比べ 435 百万円減少しております。 
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（２）次期の見通し 

国内景気は今後も依然厳しい状態が続くものと考えられますが、当社グループでは、費用対効果

の高い商品・サービスの提供と創業以来培った営業力を武器に、新規顧客開拓、リピート率の向上

を強化し、売上拡大に取り組んでまいります。また高成長・高収益事業の売上構成比を高めるため

の積極的な資源の投入を行い、売上拡大とともに高収益の事業構造に転換してまいります。 

（百万円） 

 連 結 単 体 

売  上  高 9,200 8,900 

経 常 利 益 450 420 

当期純利益 252 235 
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４. 連 結 財 務 諸 表          

（１） 連 結 貸 借 対 照 表          

(単位：千円) 

当連結会計年度         

(平成14年9月30日現在) 

前連結会計年度         

(平成13年9月30日現在) 
科       目 

金      額 構成比 金      額 構成比 

増減金額 

(資 産 の 部         )   ％   ％  

Ⅰ 流 動 資 産         

1. 現金及び預金   832,297   1,022,217  △189,919 
2. 受取手形及び売掛金 ※2  980,830   863,247  117,583 
3. 有価証券   30,599   30,532  66 

4. たな卸資産   35,253   10,667  24,585 
5. 前払費用   13,743   16,137  △2,394 
6. 未収入金   2,459   4,454  △1,995 

7. 繰延税金資産   23,377   12,109  11,267 
8. その他   13,477   9,942  3,535 
   貸 倒 引 当 金  △11,540   △5,026  △6,514 

   流 動 資 産 合 計  1,920,497 71.4  1,964,283 81.6 △43,785 
Ⅱ 固 定 資 産         
 1. 有形固定資産 ※1        
  (1) 建物及び構築物   33,859   12,785  21,074 

  (2) 車両運搬具   6,679   6,861  △181 
  (3) 工具器具及び備品   22,667   27,270  △4,603 
  (4) 土地   27,040   27,040  － 

   有形固定資産合計  90,247 3.4  73,957 3.1 16,289 
 2. 無形固定資産         
  (1) 連結調整勘定   －   31,279  △31,279 
  (2) ソフトウエア   150,238   67,173  83,065 

  (3) 電話加入権   1,346   2,962  △1,615 

   無形固定資産合計  151,585 5.6  101,414 4.2 50,170 
 3. 投資その他の資産         
  (1) 投資有価証券   193,516   80,709  112,806 

  (2) 出資金   75,174   25,174  50,000 
  (3) 長期前払費用   13,550   19,362  △5,811 
  (4) 敷金・保証金   103,148   104,597  △1,448 

  (5) 保険積立金   15,560   11,099  4,460 
  (6) 繰延税金資産   113,798   15,645  98,152 
  (7) その他   15,802   13,017  2,785 

   貸 倒 引 当 金  △3,961   △2,468  △1,493 

   投資その他の資産合計  526,590 19.6  267,138 11.1 259,452 

   固 定 資 産 合 計  768,422 28.6  442,510 18.4 325,912 

   資 産 合 計  2,688,920 100.0  2,406,794 100.0 282,126 
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(単位：千円) 
当連結会計年度         

(平成14年9月30日現在) 

前連結会計年度         

(平成13年9月30日現在) 
科       目 

金      額 構成比 金      額 構成比 

増減金額 

(負 債 の 部         )   ％   ％  
 

Ⅰ 流 動 負 債         

 1. 支払手形及び買掛金   642,830   458,238  184,592 

 2. 短期借入金   85,000   162,580  △77,580 

 3. 1年以内返済予定の長期借入金   16,847   67,495  △50,647 

 4. 未払金   73,498   85,176  △11,678 

 5. 未払法人税等   124,210   87,680  36,530 

6. 未払消費税等   19,453   21,226  △1,773 

 7. 預り金   7,244   7,145  98 

 8. 賞与引当金   38,330   31,052  7,277 

 9. その他   20,561   8,471  12,089 

   流 動 負 債 合 計  1,027,976 38.2  929,067 38.6 98,909 

Ⅱ 固 定 負 債         

 1. 長期借入金   9,493   59,662  △50,169 

 2. 長期未払金   37,600   39,372  △1,771 

 3. 退職給付引当金   4,066   6,617  △2,550 

 4. 役員退職慰労引当金   34,651   28,261  6,390 

 5. 連結調整勘定   79,559   －  79,559 

 6. その他   28   28  － 

   固 定 負 債 合 計  165,399 6.2  133,941 5.6 31,457 

   負 債 合 計  1,193,376 44.4  1,063,009 44.2 130,366 

         

（少 数 株 主 持 分         ）        

  少数株主持分   42,631 1.6  41,725 1.7 906 

         

（資 本 の 部         ）        

Ⅰ   資    本    金   419,025 15.6  412,500 17.2 6,525 

Ⅱ 資 本 準 備 金   466,325 17.3  459,800 19.1 6,525 

Ⅲ 連 結 剰 余 金   638,687 23.8  426,818 17.7 211,868 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   7,026 0.3  2,939 0.1 4,086 

Ⅴ 自 己 株 式   △78,152 △2.9  －  △78,152 

   資 本 合 計  1,452,911 54.0  1,302,058 54.1 150,853 

   負債、少数株主持分及び資本合計  2,688,920 100.0  2,406,794 100.0 282,126 
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（２） 連 結 損 益 計 算 書          

(単位：千円) 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 科       目 

金      額 百分比 金      額 百分比 

増減金額 

    ％   ％  

Ⅰ  売    上    高   7,575,398 100.0  6,477,737 100.0 1,097,661 

         

Ⅱ 売  上  原  価   6,018,593 79.4  5,120,488 79.0 898,105 

         

 売 上 総 利 益  1,556,805 20.6  1,357,249 21.0 199,556 

         

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  1,203,995 15.9  1,074,769 16.6 129,225 

      営 業 利 益  352,810 4.7  282,479 4.4 70,330 

         

Ⅳ 営 業 外 収 益         

 1. 受取利息  635   720    

 2. 受取配当金  432   129    

 3. 保険解約返戻金  74   18,760    

 4. 助成金  1,580   12,227    

 5. 連結調整勘定償却  16,918   －    

 6. 持分法による投資利益  983   －    

 7. その他営業外収益  6,407 27,033 0.3 12,387 44,225 0.6 △17,192 

         
 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

 1. 支払利息  2,139   5,666    

 2. 新株発行費  －   2,199    

 3. 株式上場関連費用  9,504   17,565    

 4. その他営業外費用  3,392 15,036 0.2 1,077 26,508 0.4 △11,472 

      経 常 利 益  364,806 4.8  300,196 4.6 64,610 

         
 

Ⅵ 特 別 利 益         

 1. 固定資産売却益 ※2 666   －    

 2. 子会社株式売却益  82,912   －    

 3. 投資有価証券売却益  － 83,579 1.1 915 915 0.0 82,663 

          
Ⅶ 特 別 損 失         

 1. 固定資産売却損 ※3 －   189    

 2. 固定資産除却損 ※4 33,209   －    

 3. 子会社株式売却損  4,568   －    

 4. 投資有価証券評価損  4,894   8,146    

 5. 会員権評価損  － 42,672 0.6 5,178 13,514 0.2 29,158 

税金等調整前当期純利益  405,713 5.3  287,597 4.4 118,115 

法人税、住民税及び事業税  187,848   131,052    

法 人 税 等 調 整 額 △12,330 175,518 2.3 5,311 136,363 2.1 39,154 

少 数 株 主 利 益  △906 △0.0  △8,029 △0.1 7,122 

当 期 純 利 益  229,288 3.0  143,204 2.2 86,084 
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（３） 連結剰余金計算書          

(単位：千円) 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 科       目 

金       額 金       額 

      

Ⅰ  連結剰余金期首残高   426,818  290,139 

      

Ⅱ  連結剰余金減少高      

    配当金  17,420 17,420 6,525 6,525 

      

Ⅲ  当期純利益   229,288  143,204 

      

Ⅳ  連結剰余金期末残高   638,687  426,818 
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（４） 連結キャッシュ・フロー計算書 

 (単位：千円) 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 科         目 

金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 405,713 287,597 
減価償却費 28,379 28,691 
連結調整勘定償却額 △12,020 14,089 

貸倒引当金増減額 8,856 △756 
賞与引当金増減額 10,577 4,262 
退職給付引当金増減額 712 △3,576 

役員退職慰労引当金増減額 6,390 6,886 
投資有価証券評価損 4,894 8,146 
会員権評価損 － 5,178 

受取利息及び受取配当金 △1,068 △850 
支払利息 2,139 5,666 
持分法による投資損益 △983 － 

有価証券売却益 － △915 
有形固定資産除却損 10,397 － 
子会社株式売却損益 △78,343 － 

保険解約返戻金 △74 △18,760 
匿名組合損益 △1,771 △415 
売上債権の増減額 △270,782 △203,777 

たな卸資産の増減額 △24,585 △7,369 
仕入債務の増減額 185,361 83,799 
その他 63,050 △8,337 

小       計 336,843 199,559 
利息及び配当金の受取額 1,068 850 
利息の支払額 △2,139 △5,809 
法人税等の支払額 △146,542 △98,663 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 189,229 95,936 
   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △47,980 △7,597 

有形固定資産の売却による収入 2,136 50 
無形固定資産の取得による支出 △90,078 △28,674 
投資有価証券の取得による支出 △89,783 △219 

投資有価証券の売却による収入 － 22,695 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 93,057 － 
子会社株式の追加取得による支出 － △5,000 

貸付金増減額 △6,213 － 
保険解約による収入 240 28,454 
投資等の増減額 △66,305 982 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △204,926 10,691 
   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 220,000 415,000 

短期借入金の返済による支出 △297,580 △361,421 
長期借入れによる収入 20,000 45,000 
長期借入金の返済による支出 △30,911 △155,223 

割賦債務の支払 △3,210 △38,520 
株式の発行による収入 13,050 355,300 
少数株主持分への株式発行による収入 － 7,500 

自己株式の取得による支出 △78,152 － 
配当金の支払額 △17,420 △6,525 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △174,223 261,110 
   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額                △189,919 367,739 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                1,022,217 636,473 
Ⅶ 新規連結による現金及び現金同等物の増加額                － 18,004 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高                        ※ 832,297 1,022,217 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
連結子会社の数    ４社 
株式会社 ピュアクリック 
株式会社 ハイジ 
オプトメール 株式会社 
株式会社 イーカイブ 
国際ビジネス開発株式会社及び株式会社リスクバスターについては、株式の譲渡により当連

結会計年度より連結子会社ではなくなりました。また、オプトメール株式会社及び株式会社

イーカイブは、当連結会計年度より連結子会社となりました。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法適用会社の数    １社 
  株式会社 オープンスマイル 
株式会社オープンスマイルは、当連結会計年度より持分法適用会社となりました。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 
なお、オプトメール株式会社については、当連結会計年度より決算日を９月 30 日に変更し

ております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

②棚卸資産 
仕掛品 
個別法による原価法 
貯蔵品 
最終仕入原価法 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法 
②無形固定資産 
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 
③長期前払費用 
定額法 

 
（３）繰延資産の処理方法 
新株発行費 
支出時に全額費用計上しております。 
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（４）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しておりま

す。 

②賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。 
③退職給付引当金 
従業員の退職金の支給に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づき当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額の

100%を計上しております。 

 
（５）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 
 
（６）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理 
税抜方式を採用しております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、３年間から５年間の均等償却を行っております。 

 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。 
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注    記    事    項 
 (連結貸借対照表関係         ) 

 

当 連 結 会 計 年 度          

(平成14年9月30日現在) 

前 連 結 会 計 年 度          

(平成13年9月30日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額       43,549千円 

 

※1 有形固定資産の減価償却累計額       39,340千円 

  

※2  － ※2 連結会計年度末日満期手形の処理 

当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日であった為、

受取手形残高に含めております。 

 

受取手形                       2,630千円 

 

  

 

 

 

(連結損益計算書関係         ) 

 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬                     172,767千円 

給与手当                     299,322千円 

賞与引当金繰入額              82,184千円 

退職給付引当金繰入額           4,597千円 

役員退職慰労引当金繰入額       6,390千円 

減価償却費                    21,054千円 

貸倒引当金繰入額               8,857千円 

 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具                      666千円 

合計                            666千円 

 

※3  － 

 

 

 

※4 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物付属設備                 32,991千円 

工具器具備品                    217千円 

合計                         33,209千円 

 

 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員報酬                     139,720千円 

給与手当                     264,502千円 

賞与引当金繰入額              65,520千円 

退職給付引当金繰入額          12,950千円 

役員退職慰労引当金繰入額       6,886千円 

減価償却費                    21,462千円 

貸倒引当金繰入額                 113千円 

 

※2 － 

 

 

 

※3 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具                      189千円 

合計                            189千円 

 

※4 － 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額の関係 

（平成14年9月30日現在） 

      （千円）   

  現金及び預金勘定                       832,297 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金             － 

  現金及び現金同等物                     832,297 

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記

載されている科目の金額の関係 

（平成13年9月30日現在） 

      （千円）   

  現金及び預金勘定                      1,022,217 

  預入期間が3ヶ月を超える定期預金              － 

  現金及び現金同等物                    1,022,217 
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 

当連結会計年度         

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
前連結会計年度         

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額                       （千円） 

                        取得価額 減価償却累  期末残高 

                        相 当 額 計額相当額  相 当 額 

工具器具及び備品       54,939   35,690    19,248 

合計                 54,939   35,690    19,248 

 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内                          11,867千円 

一 年 超                           7,829千円 

  合計                            19,696千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料                          15,104千円 

減価償却費相当額                  14,294千円 

支払利息相当額            1,658千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額                       （千円） 

                        取得価額 減価償却累  期末残高 

                        相 当 額 計額相当額  相 当 額 

建物附属設備          3,708   1,158     2,549 

工具器具及び備品      128,368   43,560  84,807 

合計                132,076   44,719    87,357 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内                          25,224千円 

一 年 超                          63,388千円 

  合計                            88,613千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料                          25,050千円 

減価償却費相当額                  23,796千円 

支払利息相当額            2,562千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 
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(有 価 証 券 関 係         ) 

 
前連結会計年度（平成13年9月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの              （単位：千円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 6,335 9,302 2,967 

（２）その他 － － － 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

小計 6,335 9,302 2,967 

（１）株式 11,222 6,929 △4,293 

（２）その他 2,355 2,355 － 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

小計 13,577 9,284 △4,293 

合計  19,913 18,586 △1,326 

※当連結会計年度において、有価証券の減損処理を行っております。この結果、取得原価が 4,926
千円減少しております。 

 

２．時価のない有価証券の主な内容                （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 摘要 

その他有価証券   

中期国債ファンド 30,532  

非上場株式（店頭売買を除く） 62,122  

合計 92,655  
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当連結会計年度（平成14年9月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの              （単位：千円） 

 種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 3,454 5,842 2,388 

（２）その他 － － － 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 

小計 3,454 5,842 2,388 

（１）株式 9,209 7,081 △2,128 

（２）その他 22,755 20,498 △2,256 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 

小計 31,965 27,580 △4,384 

合計  35,419 33,423 △1,966 

※当連結会計年度において、有価証券の減損処理を行っております。この結果、取得原価が 4,894
千円減少しております。 

 

２．時価のない有価証券の主な内容                （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 摘要 

その他有価証券   

中期国債ファンド 30,599  

非上場株式（店頭売買を除く） 160,093  

合計 190,692  

 

 
(デリバティブ取引関係         ) 

当連結会計年度（自平成 13 年 10 月１日  至平成 14 年９月 30 日） 
当社ｸﾞﾙｰﾌﾟは、デリバティブ取引をまったく利用していませんので、該当事項はありません。  
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(退 職 給 付 関 係         ) 

 
前連結会計年度（自 平成 12 年 10 月１日   至 平成 13 年９月 30 日） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社１社（国際ビジネス開発㈱）は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採

用しております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、他の連結子会社３社については、退職給付制度はありません。 

 
２．退職給付債務に関する事項（平成13年９月30日現在） 

退職給付債務 
（１）退職給付引当金         6,617 千円 

（注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項（自 平成12年10月１日  至 平成13年９月30日） 

退職給付費用 

（１）勤務費用    12,950 千円 

（注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用は勤務費用となります。 
 
 
 
当連結会計年度（自 平成 13 年 10 月１日   至 平成 14 年９月 30 日） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。また、従業員の退職に際

して割増退職金を支払う場合があります。 
なお、他の連結子会社４社については、退職給付制度はありません。 

 

２．退職給付債務に関する事項（平成14年９月30日現在） 

退職給付債務 
（１）退職給付引当金         4,066 千円 

（注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項（自 平成13年10月１日  至 平成14年９月30日） 

退職給付費用 
（１）勤務費用     4,597 千円 

（注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用は勤務費用となります。 
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(税 効 果 会 計 関 係         ) 

 

当連結会計年度         

（平成14年9月30日現在） 

前連結会計年度         

（平成13年9月30日現在） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳（単位：千円） 

 

繰延税金資産 

未払事業税               11,564 

貸倒引当金                 4,055 

賞与引当金                8,536 

会員権評価損                             2,174 

退職給付引当金              2,268 

役員退職慰労引当金            14,553 

子会社繰越欠損金                        99,764 

その他                   1,065 

繰延税金資産合計             143,983 

繰延税金負債 

特別償却準備金              △1,719 

有価証券評価差額                       △5,087 

繰延税金負債合計                         △6,807 

繰延税金資産の純額            137,175 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳（単位：千円） 

 

繰延税金資産 

未払事業税               6,069 

貸倒引当金                 824 

賞与引当金               5,748 

会員権評価損                            2,174 

退職給付引当金             2,337 

役員退職慰労引当金           11,869 

投資有価証券評価損                      2,069 

その他                   848 

繰延税金資産合計             31,943 

繰延税金負債 

特別償却準備金             △2,058 

有価証券評価差額                      △2,128 

繰延税金負債合計                        △4,187 

繰延税金資産の純額            27,755 

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳（単位：％）。 

 

法定実効税率               42.0 

（調整） 

連結調整勘定償却            △1.2 

未認識一時差異                          2.3 

その他                  0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率    43.3 

 

 

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳（単位：％）。 

 

法定実効税率               42.0 

（調整） 

留保金課税               2.3 

連結調整勘定償却            2.1 

その他                  1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率    47.4 
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(セ グ メ ン ト 情 報         ) 

1. 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成12年10月1日 至 平成13年9月30日） 

（単位：千円） 

 アウトソーシ

ング事業 

インターネッ

ト事業 

人材ビジネス

事業 
計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

(1)外部顧客に対する売上高 5,137,356 1,248,094 92,286 6,477,737 － 6,477,737 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
19,141 147,946 － 167,088 (167,088) － 

計 5,156,497 1,396,041 92,286 6,644,825 (167,088) 6,477,737 

営業費用 4,659,763 1,222,309 116,022 5,998,095 197,162  6,195,258 

営業利益 496,733 173,732 △23,735 646,730 (364,250) 282,479 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
      

資産 1,074,986 759,737 131,736 1,966,460 440,333 2,406,794 

減価償却費 9,340 11,339 2,018 22,697 5,993 28,691 

資本的支出 8,512 19,076 4,947 32,536 5,779 38,315 

（注）1. 事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

2. 各区分に属する事業の内容 

事業区分 事業内容 

アウトソーシング事業 CDP 事業、テレマーケティング事業、バイク便事業 

インターネット事業 ウェブマーケティング事業、ウェブ広告事業、コンテンツ開発事業 

人材ビジネス事業 人材紹介事業、再就職支援事業 
3. 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不可能営業費用は 362 百万円であり、その主なも

のは提出会社本社での管理部門に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、644 百万円であり、その主なものは提

出会社本社での投資有価証券等及び管理部門に係る資産であります。 

5. 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 
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当連結会計年度（自 平成13年10月1日 至 平成14年9月30日） 

（単位：千円） 

 アウトソーシ

ング事業 

インターネッ

ト事業 

人材ビジネス

事業 
計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業利益       

(1)外部顧客に対する売上高 5,048,559 2,446,387 80,451 7,575,398 － 7,575,398 

(2)セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
4,264 161,678 － 165,942 (165,942) － 

計 4,052,824 2,608,066 80,451 7,741,341 (165,942) 7,575,398 

営業費用 4,505,210 2,375,947 73,838 6,954,997 267,591  7,222,588 

営業利益 547,613 232,118 6,612 786,344 (433,534) 352,810 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
      

資産 902,722 1,188,899 95,586 2,187,208 501,712 2,688,920 

減価償却費 7,166 13,749 1,437 22,353 6,026 28,379 

資本的支出 27,500 74,293 7,317 109,110 29,090 138,201 

（注）1. 事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

2. 各区分に属する事業の内容 

事業区分 事業内容 

アウトソーシング事業 CDP 事業、テレマーケティング事業、バイク便事業 

インターネット事業 
インターネット広告代理事業、総合 eメール・マーケティング事業、 
インターネットメディア事業、インターネットコンテンツ開発事業 

人材ビジネス事業 人材紹介事業 
3. 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不可能営業費用は 439 百万円であり、その主なも

のは提出会社本社での管理部門に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、614 百万円であり、その主なものは提

出会社本社での投資有価証券等及び管理部門に係る資産であります。 

5. 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 
 
 

2. 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成12年10月1日 至 平成13年9月30日）及び当連結会計年度（自 平成13年10

月1日 至 平成14年9月30日） 

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および在外支店が無いため、該当事項は

ありません。 
 

3. 海 外 売 上 高          

前連結会計年度（自 平成12年10月1日 至 平成13年9月30日）及び当連結会計年度（自 平成13年10

月1日 至 平成14年9月30日） 

当連結会計年度において、海外売上高が無いため該当事項はありません。 
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平成１４年９月期  個別財務諸表の概要                    
 平成１４年１１月１３日 

会 社 名   株式会社 セプテーニ          登録銘柄 
コ ード番号  ４２９３                  本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ  http://www.septeni.com ） 
問い合わせ先  責任者役職名  専務取締役管理本部長 
        氏    名  野  村  宗  芳        ＴＥＬ（０３）３３４２－７６００ 
決算取締役会開催日  平成１４年１１月１３日        中間配当制度の有無    有  
定時株主総会開催日  平成１４年１２月１９日   単元株制度採用の有無    無 
 

１．１４年９月期の業績（平成１３年１０月１日～平成１４年９月３０日） 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％ 

7,284（ 28.9） 

5,650（ 33.8） 

百万円   ％ 

343（ 57.0） 

219（ 43.9） 

百万円   ％ 

351（ 49.6） 

234（ 27.4） 

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整 後 

1 株当たり当期純利益  

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高 

経常利益率 

 

 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円   ％ 

220（ 82.2） 

120（ 36.6） 

円 銭 

8,459.73 

15,339.97 

円 銭 

8,397.45 

15,255.72 

％ 

16.1  

11.4  

％ 

14.9  

12.2  

％ 

4.8 

4.2 

 

(注) 1．期中平均株式数   １４年９月期    26,022 株   １３年９月期  7,877 株 
   2．会計処理の方法の変更   無 
   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配 当 率  

 
１４年９月期 
１３年９月期 

円 
1,200 
2,000 

円 
―――― 
―――― 

円 
1,200 
2,000 

百万円 
31.1 
17.4 

％ 
14.1 
14.4 

％ 
2.2 
1.3 

 

(注) １３年９月期期末配当金の内訳        記念配当  －円 
 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本  
 

１４年９月期 

１３年９月期 

百万円 

2,546 

2,180 

百万円 

1,437 

1,295 

％ 

56.4 

59.4 

円  銭 

55,406.23 

148,734.65 

 

(注) 1. 期末発行済株式数   １４年９月期  26,391 株    １３年９月期  8,710 株 
      2. 期末自己株式数     １４年９月期     452 株    １３年９月期      －株  
 
２．１５年９月期の業績予想（平成１４年１０月１日～平成１５年９月３０日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末   
 

中 間 期 
通  期 

百万円 

4,100 
8,900 

百万円 

183 
420 

百万円 

102 
235 

円 
―――― 
―――― 

円 
―――― 
1,200 

円 
―――― 
1,200 

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 9,059 円 71 銭 

 
 
※ 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて算定しており、今後の経済状況
の変化により実際の業績は異なる結果となる可能性があります。 
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財 務 諸 表          

（１） 貸 借 対 照 表          

(単位：千円) 

第   12   期 

(平成14年9月30日現在) 

第   11   期 

(平成13年9月30日現在) 
科       目 

金      額 構成比 金      額 構成比 

増減金額 

   ％   ％  

(資 産 の 部         )         

Ⅰ 流動資産         

 1. 現金及び預金   704,257   852,716  △148,459 

 2. 売掛金 ※3  941,092   692,822  248,270 

 3. 有価証券   30,599   30,532  66 

 4. 仕掛品   35,177   10,193  24,984 

  5. 貯蔵品   69   444  △375 

  6. 前渡金   2,350   4,723  △2,373 

  7. 前払費用   13,198   14,270  △1,071 

8. 未収入金   －   141  △141 

9. 繰延税金資産   20,184   12,068  8,115 

10. その他 ※3  9,958   5,040  4,918 

   貸 倒 引 当 金  △2,600   △4,000  1,400 

   流 動 資 産 合 計  1,754,289 68.9  1,618,954 74.2 135,334 

Ⅱ 固定資産         

 1. 有形固定資産 ※1        

  (1) 建物付属設備   33,327   11,146  22,180 

  (2) 構築物   358   451  △93 

  (3) 車両運搬具   6,679   6,406  273 

  (4) 工具器具及び備品   19,356   25,637  △6,281 

  (5) 土地   27,040   27,040  － 

   有 形 固 定 資 産 合 計  86,762 3.4  70,683 3.3 16,079 
 2. 無形固定資産         

  (1) ソフトウエア   130,097   55,953  74,144 

  (2) 電話加入権   1,255   1,255  － 

   無 形 固 定 資 産 合 計  131,353 5.2  57,208 2.6 74,144 

 3. 投資その他の資産         

  (1) 投資有価証券   123,035   80,884  42,151 

  (2) 関係会社株式   230,563   195,500  35,063 

  (3) 出資金   75,174   25,174  50,000 

  (4) 破産更生債権等   3,961   2,468  1,493 

  (5) 長期前払費用   1,373   1,994  △620 

  (6) 敷金・保証金   102,632   90,850  11,782 

  (7) 保険積立金   15,560   11,099  4,460 

  (8) その他投資 ※3  11,841   14,207  △2,365 

  (9) 繰延税金資産   14,034   14,338  △304 

   貸 倒 引 当 金  △3,961   △2,468  △1,493 

   投資その他の資産合計  574,216 22.5  434,049 19.9 140,166 

   固 定 資 産 合 計  792,332 31.1  561,941 25.8 230,391 

   資 産 合 計  2,546,621 100.0  2,180,896 100.0 365,725 
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(単位：千円) 

科       目 
第   12   期 

(平成14年9月30日現在) 

第   11   期 

(平成13年9月30日現在) 

 金      額 構成比 金      額 構成比 

増減金額 

    ％   ％  

(負 債 の 部         )        

Ⅰ 流動負債         

 1. 買掛金 ※3  659,876   467,028  192,848 

 2. 短期借入金   85,000   162,580  △77,580 

3.  1年以内返済予定の長期借入金   13,628   17,708  △4,080 

 4. 未払金 ※3  75,239   29,260  45,978 

 5. 未払法人税等   120,645   70,121  50,524 

 6. 未払消費税等   17,771   16,138  1,633 

 7. 前受金   20,311   8,221  12,089 

 8. 預り金   5,325   4,201  1,123 

 9. 賞与引当金   34,983   25,052  9,930 

   流 動 負 債 合 計  1,032,781 40.6  800,312 36.7 232,469 

Ⅱ  固定負債         

 1. 長期借入金   311   13,939  △13,628 

 2. 長期未払金   37,600   39,372  △1,771 

 3. 預り保証金   28   28  － 

 4. 退職給付引当金   4,066   3,504  562 

 5. 役員退職慰労引当金   34,651   28,261  6,390 

   固 定 負 債 合 計  76,657 3.0  85,105 3.9 △8,447 

   負 債 合 計  1,109,439 43.6  885,417 40.6 224,021 
（資 本 の 部         ）        

Ⅰ 資本金 ※2  419,025 16.4  412,500 18.9 6,525 

Ⅱ 資本準備金   466,325 18.3  459,800 21.1 6,525 

Ⅲ 利益準備金   70,867 2.8  69,125 3.2 1,742 

Ⅳ その他の剰余金         

 1. 任意積立金         

  (1) 特別償却準備金  2,842   3,034    

  (2) 別途積立金  220,000 222,842 8.7 120,000 123,034 5.6 99,808 

 2. 当期未処分利益   329,248 13.0  228,079 10.5 101,168 

   その他の剰余金合計   552,091 21.7  351,113 16.1 200,977 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   7,026 0.3  2,939 0.1 4,086 

Ⅵ 自己株式   △78,152 △3.1  －  △78,152 

   資本合計   1,437,182 56.4  1,295,478 59.4 141,703 

   負債資本合計   2,546,621 100.0  2,180,896 100.0 365,725 
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（２） 損 益 計 算 書          

(単位：千円) 

第   12   期 

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日)  
第   11   期 

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 科       目 

金      額 百分比 金      額 百分比 

増減金額 

    ％   ％  

Ⅰ 売上高         

 1. 売上高   7,284,041 100.0  5,650,667 100.0 1,633,373 

Ⅱ 売上原価         

 1. 売上原価   5,907,834 81.1  4,658,211 82.4 1,249,622 

   売上総利益   1,376,206 18.9  992,455 17.6 383,751 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2  1,032,311 14.2  773,445 13.7 258,865 

   営業利益   343,895 4.7  219,009 3.9 124,885 
Ⅳ 営業外収益 ※1        

 1. 受取利息  741   594    

 2. 受取配当金  3,432   3,129    

 3. 受取地代家賃  8,468   4,968    

 4. 保険解約返戻金  74   18,760    

 5. 助成金  －   5,657    

 6. 雑収入  8,078 20,794 0.3 6,286 39,395 0.7 △18,601 

Ⅴ 営業外費用         

 1. 支払利息及び割引料  1,525   3,381    

 2. 子会社買収費用  2,300   －    

 3. 新株発行費  －   2,199    

 4. 株式上場関連費用  9,504   17,670    

 5. 雑損失  244 13,574 0.2 507 23,757 0.4 △10,182 

   経常利益   351,115 4.8  234,647 4.2 116,467 

Ⅵ 特別利益         

 1. 固定資産売却益 ※3 666   －    

 2. 投資有価証券売却益  81,600 82,266 1.1 915 915 0.0 81,351 

Ⅶ 特別損失         
1.  固定資産売却損 ※4 －   189    

2.  固定資産除却損 ※5 32,021   －    

 3.  子会社株式売却損  10,000   －    

 4.  投資有価証券評価損  4,894   8,146    

 5.  会員権評価損  － 46,915 0.7 5,178 13,514 0.3 33,401 

   税引前当期純利益   386,466 5.3  222,049 3.9 164,417 

   法人税、住民税及び事業税  177,097   112,730    

   法人税等調整額  △10,770 166,327 2.3 △11,514 101,216 1.8 65,111 

   当期純利益   220,139 3.0  120,832 2.1 99,306 

   前期繰越利益   109,109   107,246   

   当期未処分利益   329,248   228,079   
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売上原価明細書 

     (単位：千円) 

第   12   期 

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
第   11   期 

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 科       目 

金     額 構 成 比 金     額 構 成 比 

Ⅰ 発送代行サービス  3,947,980 

％ 

66.5 3,664,225 

％ 

78.5 

Ⅱ  メール広告サービス  1,843,321 31.1 874,168 18.7 

Ⅲ  その他  141,516 2.4 127,909 2.8 

  当期仕入高  5,932,818 100.0 4,666,303 100.0 

  期首仕掛品たな卸高  10,193  2,101  

   合計  5,943,012  4,668,404  

  期末仕掛品たな卸高  35,177  10,193  

  当期売上原価  5,907,834  4,658,211  

      

（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 
 
 
 
（３） 利 益 処 分 案          

     (単位：千円) 

株主総会承認年月日 
第   12   期 

平成14年12月19日 

第   11   期 

平成13年12月20日 

科       目 金      額 金      額 

Ⅰ 当期未処分利益   329,248  228,079 

Ⅱ 積立金取崩額      

 1. 特別償却準備金取崩額   468  433 

   329,716  228,513 

Ⅲ 利益処分額      

 1. 利益準備金  －  1,742  

 2. 配当金  31,126  17,420  

 3. 任意積立金      

(1)  特別償却準備金  －  241  

(2)  別途積立金  180,000 211,126 100,000 119,403 

Ⅳ  次期繰越利益   118,589  109,109 

（注）特別償却準備金は租税特別措置法に基づくものであります。 
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個別財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１）子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定） 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）仕掛品 
個別法による原価法 

（２）貯蔵品 
最終仕入原価法 

 
３．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
定率法 

（２）無形固定資産 
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 
（３）長期前払費用 
定額法 

 
４．繰延資産の処理方法 
新株発行費 
支出時に全額費用計上しております。 

 
５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 
 
６．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上

しております。 

（２）賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しており

ます。 
（３）退職給付引当金 
従業員に対する退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額

の 100%を計上しております。 
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７．重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理 
税抜方式を採用しております。 
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注 記 事 項          

(貸 借 対 照 表 関 係         ) 

 

第   12   期 

(平成14年9月30日現在) 

第   11   期 

(平成13年9月30日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額      39,047千円 

 

※2 授権株式数及び発行済株式総数 

     授権株式数                      92,520株 

     発行済株式総数                     26,391株 

 

※3 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは、次の通りであります。 

 

売掛金                         5,197千円 

流動資産その他                 4,960千円 

買掛金             34,686千円 

未払金                         7,870千円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額      34,361千円 

 

※2 授権株式数及び発行済株式総数 

     授権株式数                      30,840株 

     発行済株式総数                      8,710株 

 

※3 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは、次の通りであります。 

 

流動資産その他                 5,040千円 

その他投資                     4,960千円 

買掛金             30,551千円 

未払金                           478千円 
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(損 益 計 算 書 関 係         ) 

 

第   12   期 

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
第   11   期 

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
※1 関係会社との取引 

    営業外収益                     11,200千円 

 

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

役員報酬                      130,800千円 

給与手当                      262,275千円 

賞与引当金繰入額               71,801千円 

退職給付引当金繰入額            4,114千円 

役員退職慰労引当金繰入額        6,390千円 

福利厚生費                     14,689千円 

地代家賃                      131,489千円 

減価償却費                     18,092千円 

貸倒引当金繰入額                 93千円 

販売費及び一般管理費のうち 

販 売 費 の 割 合                            2.4％ 

一般管理費の割合                   97.6％ 

 

※3 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具                      666千円 

合計                            666千円 

 

※4 － 

 

 

※5 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物付属設備                 31,803千円 

工具器具備品                    217千円 

合計                         32,021千円 

 

※1 関係会社との取引 

    営業外収益                     8,495千円 

 

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以

下のとおりであります。 

役員報酬                      91,750千円 

給与手当                     196,965千円 

賞与引当金繰入額              49,500千円 

退職給付引当金繰入額          13,738千円 

役員退職慰労引当金繰入額       6,886千円 

福利厚生費                    10,569千円 

地代家賃                     101,600千円 

減価償却費                    18,953千円 

貸倒引当金繰入額               215千円 

販売費及び一般管理費のうち 

販 売 費 の 割 合                           1.9％ 

一般管理費の割合                  98.1％ 

 

※3 － 

 

 

※4 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具                      189千円 

合計                            189千円 

 

※5 － 
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(リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 

第   12   期 

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
第   11   期 

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額                      （千円） 

                        取得価額 減価償却累  期末残高 

                        相 当 額 計額相当額  相 当 額 

工具器具及び備品      54,939   35,690    19,248 

合計                   54,939   35,690    19,248 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内                           11,867千円 

一 年 超                            7,829千円 

  合計                             19,696千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料                           11,356千円 

減価償却費相当額                   10,713千円 

支払利息相当額            1,318千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額                      （千円） 

                        取得価額 減価償却累  期末残高 

                        相 当 額 計額相当額  相 当 額 

建物付属設備          3,708  1,158     2,549 

工具器具及び備品      44,241   25,440    18,800 

合計                   47,949   26,599    21,349 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 

一年以内                           10,356千円 

一 年 超                           11,617千円 

  合計                             21,974千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料                           10,056千円 

減価償却費相当額                    9,470千円 

支払利息相当額            1,203千円 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 
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(有 価 証 券 関 係         ) 

前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。なお、当連結会計年度（自平成 13 年 10 月１日  至平成 14 年９月 30 日）における子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。 

 

 
 
 (税 効 果 会 計 関 係         ) 

 
第   12   期 

(自 平成13年10月1日至 平成14年9月30日) 
第   11   期 

(自 平成12年10月1日至 平成13年9月30日) 
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳（単位：千円） 

 

繰延税金資産 

未払事業税               11,340 

貸倒引当金                1,110 

賞与引当金                8,536 

退職給付引当金             2,268 

役員退職慰労引当金           14,553 

会員権評価損                            2,174 

その他                   1,041 

繰延税金資産合計             41,025 

繰延税金負債 

特別償却準備金            △1,719 

有価証券評価差額                      △5,087 

繰延税金負債合計                        △6,807 

繰延税金資産の純額            34,218 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳（単位：千円） 

 

繰延税金資産 

未払事業税               6,028 

貸倒引当金                 824 

賞与引当金               5,748 

退職給付引当金             1,030 

役員退職慰労引当金           11,869 

会員権評価損                            2,174 

投資有価証券評価損                      2,069 

その他                     848 

繰延税金資産合計             30,593 

繰延税金負債 

特別償却準備金            △2,058 

有価証券評価差額                      △2,128 

繰延税金負債合計                        △4,187 

繰延税金資産の純額            26,406 

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳（単位：％）。 

 

法定実効税率               42.0 

（調整） 

交際費等永久差異              0.9 

その他                                  0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率    43.0 

 

 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異がある時の、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳（単位：％）。 

 

法定実効税率               42.0 

（調整） 

留保金課税               2.9 

交際費等永久差異              0.3 

その他                                  0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率    45.6 

 

 

 

 


